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【表1】 2010〜2016年度における総社市日本語教育事業の取り組み

























































































































































































































































































Ⅱ　住居を確保する・維持する 1 1 引っ越し 引っ越しの挨拶をする
Ⅲ　消費活動を行う 4 4 買い物 ちらしやメニューを理解する、サイズや色を尋ねる
Ⅳ　目的地に移動する 3 3 交通 交通マナーやルールを知る、道を尋ねる・教える
Ⅴ　子育て・教育を行う 1 1 学校 学校の制度や行事を知る
Ⅵ　働く 1 1 仕事 職場での挨拶・言葉づかいを理解する
Ⅶ　人とかかわる 3 3 挨拶 自己紹介をする、年賀状を書く、慶弔のマナーを知る
Ⅷ　 社会の一員となる 3
Ⅹ　情報を収集・発信する 1
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